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１　本市の財政状況 

　(1)　決算の推移 

　　　・市制施行後、実質収支においては赤字を計上していない。 

　　　　赤字を計上していない要因は、収支不足を補塡するため、基金の取崩しや地方債の発行を行ったことによる。 

　　　・単年度収支額は、黒字の年度もあるものの、赤字の年度が多くなっている。 

　　　・実質単年度収支は、市制施行以降の 33 年間において、4か年を除き赤字となっている。 

 

　(2)　財政状況と課題 

　　　・財政状況悪化の外的な要因は、人口減少や少子高齢化の進展等に伴う市税の伸び悩み、扶助費等の歳出の増加などが挙げられ

る。《人口減少と少子高齢化》 

　　　・基幹産業に乏しく、他団体と比較して、恒常的に基礎的な財源が不足する状況が続いている。《一般財源の縮小》 

　　　・公共施設の老朽化等が進むとともに、人口減少等により、人口規模と比較して施設の維持経費が増加してる。《公共施設の維

持管理経費の増大》 

　　　・扶助費や公債費などの毎年経常的に支払わなければならない支出が、市税や地方交付税などの毎年度経常的に収入される一般

財源（経常一般財源）に占める割合を示す「経常収支比率」は、国の経済対策やコロナ対策等により比率が減少した年もあった

が、令和６年度には 100％を超えており、財政の弾力性が失われ、新たな行政課題への対応が難しい状況になっている。《経常

収支比率上昇による財政硬直化》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抜本的な財政構造の改革には至っておらず、「収入に見合った支出を基本とする財政構造」に

変革する必要がある状況となっている。
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　(3)　これまでの財政状況と今後の財政収支の見通し 

　　ア　これまでの財政状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 
　　＊「実質収支額」とは、形式収支から、翌年度に繰越した事業の財源を控除した指標のことです。この指標はこれまでの累積黒字（赤字）を示します。 
　　＊「単年度収支額」とは、実質収支からその前年度の実質収支を引いて求められる指標です。実質収支は前年度以前からの収支の累積であるため、その影響

を控除した単年度の収支を示します。 
　　＊「実質単年度収支額」とは、単年度収支から、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額や市債の繰上償還額）を加え、赤字要素（財政調整基金の取崩

し額）を差し引いた指標のことです。 
 

 

 

 

 区分 平 4年度 平 13 年度 平 22 年度 平 30 年度 令元年度 令 2 年度 令 3 年度 令 4年度 令 5 年度 令 6年度

 
歳入総額(A) 13,035,923 20,877,219 19,345,928 22,119,974 23,181,828 32,189,596 26,333,164 27,577,875 26,582,385 26,206,286

 
歳出総額(B) 12,469,209 19,915,388 18,630,744 21,445,651 22,279,141 30,978,218 24,962,532 26,067,226 25,937,874 25,435,454

 歳入歳出差引額 
(形式収支 C=A-B) 566,714 961,831 715,184 674,323 902,687 1,211,378 1,370,632 1,510,649 644,511 770,832

 翌年度に繰り越すべき財

源(D) 14,612 80,891 161,243 50,306 479,740 162,702 325,334 97,717 31,029 19,628

 
実質収支額(E) 552,102 880,940 553,941 624,017 422,947 1,048,676 1,045,298 1,412,932 613,482 751,204

 単年度収支額 
(F=当年度 E-前年度 E) 57,372 95,463 139,712 △ 205,423 △ 201,070 625,729 △ 3,378 367,634 △799,449 137,722

 
積立金積立額(G) 98,818 3,018 470 1,707 866 1 15 52 127 857

 
繰上償還額(H) 0 0 90 0 0 0 0 0 0 0

 
積立金取崩額(I) 7,249 605,069 188,520 309,055 793,737 867,101 159,684 447,762 1,166,216 1,192,197

 
積立金現在高(J) 3,878,338 5,193,095 2,315,665 2,814,836 2,541,400 1,942,292 2,538,478 2,755,938 2,377,149 1,753,767

 実質単年度収支額 
（K=F+G+H-I) 148,941 △ 506,588 △ 48,248 △ 512,771 △ 993,941 △ 241,371 △ 163,047 △ 80,076 △1,965,538 △1,053,619

(単位：千円)
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　　イ　今後の財政収支の見通し 

　　　《試算の前提条件》 

　　　　【全体】財政健全化に向けた取組方針において計上した数値を採用 

　　　　　　　　令和８年度は当初予算案の数値、令和９年度・令和１０年度は推計値 

　　　　【歳入】市　　税：直近の状況により１％程度の伸びを見込む 

　　　　　　　　交付金等：直近国県の試算を参考とし、地方交付税、地方消費税交付金、株式譲渡所得割交付金、配当割交付金につ

いて、令和７年度から令和８年度の伸び率を令和９年度、令和１０年度まで採用 

　　　　　　　　国県支出金：扶助費の上昇に伴う経費を勘案、令和８年度以降重点支援地方創生臨時交付金は見込んでいない 

　　　　　　　　繰 入 金：令和８年度以降は、応援寄附金によるまちづくり基金のみを計上 

　　　　【歳出】人 件 費：令和８年度以降は、人事院勧告等に伴う人件費の上昇は見込まない 

　　　　　　　　扶 助 費：実績により、毎年 10％程度の増加を見込む 

　　　　　　　　公 債 費：直近の借入利率を基本に実施計画等による投資事業をベースに推計　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

 

歳入

 一般財源等 17,730,969 16,675,434 15,848,447 16,154,094 16,624,595

  経常的特定財源 6,359,563 7,142,178 7,797,461 8,386,418 9,034,271

  臨時的特定財源 2,115,754 2,208,232 2,338,616 2,418,774 2,501,338

  財源の合計（Ａ） 26,206,286 26,025,844 25,984,524 26,959,286 28,160,204

 

歳出

 義務的経費 14,247,782 14,350,719 14,973,582 15,819,906 16,729,646

  物件費等 9,707,819 10,848,572 10,908,226 10,976,766 11,079,924

  普通建設事業費 1,479,853 826,553 808,192 832,438 857,411

  経費の合計（Ｂ） 25,435,454 26,025,844 26,690,000 27,629,110 28,666,981

  差引額（Ａ）-（Ｂ） 770,832 0 △705,476 △669,824 △506,777
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※令和６年度は決算数値、令和７年度は１月臨時議会後の数値



 

　　ウ　本市の特徴 

　　(ｱ)　他団体との経常収支比率の比較(%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区分 平 28 年度 平 29 年度 平 30 年度 令元年度 令 2年度 令 3年度 令 4年度 令 5年度 令 6年度

 八街市 92.8 93.0 95.5 95.5 95.6 92.1 94.8 97.5 101.6

 佐倉市 93.7 98.3 94.1 95.9 94.8 87.9 92.6 93.7 95.6

 成田市 83.0 82.3 84.3 84.6 88.5 89.2 88.6 90.2 93.5

 四街道市 99.7 97.4 96.4 95.5 93.1 83.5 88.9 90.5 92.5

 富里市 92.4 97.2 95.2 96.4 93.2 86.7 93.0 94.5 94.7

 東金市 92.6 94.6 92.3 92.0 88.9 85.6 86.8 88.9 92.4

80.0

83.0

86.0

89.0

92.0

95.0

98.0

101.0
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経常収支比率の推移
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　　(ｲ)　本市における基金残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6

特定目的基金 2,626 2,297 1,978 1,733 1,478 1,497 1,371 418 326 270 213 236 217 204 215 284 293 447 424 500 638

一般会計財政調整基金 2,155 2,042 1,903 1,394 1,197 820 945 1,289 1,127 1,207 1,006 1,606 2,008 2,407 2,600 2,257 1,650 2,180 2,333 1,877 1,115
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基金残高の推移

一般会計財政調整基金 特定目的基金
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単位:百万円



 

《参考》 

　全国自治体の基金残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

③特定目的基金 7.9 9.1 11.0 10.6 9.8 9.6 10.4 10.2 10.9 11.5 12.1 13.3 13.2 13.2 13.9 15.4 16.4

②減債基金 1.8 1.8 1.7 2.1 2.3 2.3 2.4 2.6 2.6 2.5 2.5 2.3 2.2 2.1 2.9 2.9 3.0 

①財政調整基金 4.2 4.4 4.5 5.2 5.6 6.0 6.7 7.1 7.5 7.5 7.4 7.6 7.5 7.2 9.0 9.3 9.5

4.2 4.4 4.5 5.2 5.6 6.0 6.7 7.1 7.5 7.5 7.4 7.6 7.5 7.2
9.0 9.3 9.51.8 1.8 1.7

2.1 2.3 2.3
2.4 2.6 2.6 2.5 2.5 2.3 2.2 2.1

2.9 2.9 3.0 
7.9

9.1
11.0

10.6 9.8 9.6
10.4 10.2

10.9 11.5 12.1 13.3 13.2 13.2

13.9
15.4

16.4

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

全国自治体の基金残高の推移単位:兆円
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　　(ｳ)　類似団体との財政分析比較表（単位:％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平30年度 令元年度 令2年度 令3年度 令4年度 令5年度

八街市 96,349 105,830 115,958 120,189 125,798 121,732

類似団体平均 138,608 142,853 155,949 171,422 176,292 178,145

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000
140,000
160,000
180,000
200,000

人件費・物件費等の状況(人口1人あたり)単位:円

平30年度 令元年度 令2年度 令3年度 令4年度 令5年度

八街市 6.3 6.0 6.3 6.5 6.6 6.7

類似団体平均 7.8 7.7 7.5 8.0 8.0 8.3

-2

3
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13

18

公債費負担の状況

平30年度 令元年度 令2年度 令3年度 令4年度 令5年度

八街市 6.99 7.02 7.23 7.35 7.46 7.42

類似団体平均 8.20 8.24 8.20 8.58 8.67 8.79

0

5

10

15

20

定員管理の状況
人口1,000人あたり職員数

平30年度 令元年度 令2年度 令3年度 令4年度 令5年度

八街市 95.5 95.5 95.6 92.1 94.8 97.5

類似団体平均 92.2 92.8 92.1 88.6 91.8 92.8

80

85

90
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経常収支比率
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　　(ｴ)　類似団体との経常経費分析比較表（単位:％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平30年度 令元年度 令2年度 令3年度 令4年度 令5年度

八街市 11.8 13.3 11.8 12.6 12.5 13.5

類似団体平均 10.6 11.1 10.2 9.1 9.3 9.6

6

7

8

9

10

11

12

13

14

扶助費

平30年度 令元年度 令2年度 令3年度 令4年度 令5年度

八街市 14.2 13.8 14.7 13.2 13.3 13.4

類似団体平均 18.3 18.2 18.2 18.3 18.9 18.7

10

12

14

16

18

20

公債費

平30年度 令元年度 令2年度 令3年度 令4年度 令5年度

八街市 17.1 17.8 16.7 16.2 17.6 17.9

類似団体平均 14.5 14.8 13.6 13.1 14.4 14.7

10

12

14

16

18

20

物件費

平30年度 令元年度 令2年度 令3年度 令4年度 令5年度

八街市 27.5 25.9 27.9 26.9 27.7 28.1

類似団体平均 23.4 23.3 25.1 23.3 24.0 23.9

22

24

26

28

30

人件費

八街市 類似団体平均
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　　(ｵ)　経常経費の推移（単位:千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区分 平 20 年度 平 26 年度 平 27 年度 平 28 年度 平 29 年度 平 30 年度 令元年度 令 2年度 令 3年度 令 4 年度 令 5年度 令 6年度

 人件費 4,050,929 3,939,046 3,679,840 3,733,864 3,827,643 3,930,443 3,876,396 4,125,761 4,195,300 4,280,628 4,338,606 4,721,759

 扶助費 2,750,364 5,146,691 5,306,072 5,489,713 5,594,055 5,565,926 5,803,864 5,762,343 7,380,148 6,622,146 7,155,274 7,599,003

 公債費 2,332,689 2,370,834 2,162,064 2,136,211 1,940,903 1,881,486 1,870,647 2,011,008 1,901,772 1,903,231 1,910,458 1,927,020

 義務的経費小計 9,133,982 11,456,571 11,147,976 11,359,788 11,362,601 11,377,855 11,550,907 11,899,112 13,477,220 12,806,005 13,404,338 14,247,782

 物件費 2,688,340 2,893,475 2,815,424 2,858,421 2,820,464 2,904,205 3,346,053 3,723,939 3,814,060 4,078,273 3,645,379 4,056,491

 維持補修費 159,772 142,372 103,110 115,222 219,512 164,939 123,932 107,531 106,029 96,101 110,976 132,240

 補助費等 1,917,779 2,072,163 2,283,844 1,993,538 1,987,532 2,089,244 2,187,981 10,592,724 3,224,398 2,930,917 3,740,208 2,698,711

 投資･出資金･貸付金 60,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 経常的繰出金 1,379,298 1,680,765 1,887,188 2,038,505 2,139,561 2,268,902 2,330,143 2,270,009 2,252,000 2,302,649 2,354,969 2,464,760

14,000,000

19,000,000

24,000,000

29,000,000

平20年度 平26年度 平27年度 平28年度 平29年度 平30年度 令元年度 令2年度 令3年度 令4年度 令和5年度 令和6年度

経常経費の推移
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　　(ｶ)　一般財源の推移（単位:千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区分 平 20 年度 平 26 年度 平 27 年度 平 28 年度 平 29 年度 平 30 年度 令元年度 令 2年度 令 3年度 令 4 年度 令 5 年度 令 6 年度

 地方税 7,380,211 7,144,241 7,063,968 7,299,596 7,488,975 7,409,003 7,559,531 7,515,249 7,213,227 7,483,909 7,573,316 7,696,016

 地方譲与税 243,855 185,130 193,602 191,477 191,285 172,365 174,196 175,940 179,147 178,919 180,358 180,878

 地方消費税交付金 591,544 717,890 1,200,899 1,056,022 1,094,305 1,200,668 1,167,763 1,438,993 1,555,784 1,579,203 1,574,259 1,637,637

 その他交付金 320,715 203,952 202,246 157,628 226,654 193,764 278,215 211,023 399,562 289,064 339,520 697,357

 地方交付税 3,054,868 3,866,361 4,047,978 3,834,848 3,696,107 3,631,032 4,058,601 3,837,349 4,623,298 4,774,311 4,916,733 4,918,584

 一般財源計 11,591,193 12,117,574 12,708,693 12,539,571 12,697,326 12,606,832 13,238,306 13,178,554 13,971,017 14,305,406 14,584,186 15,130,472
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一般財源の推移



 

　　(ｷ)　市税の推移（単位:千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　《徴収率の推移（％）》 

 

 

 区分 平 18 年度 平 26 年度 平 27 年度 平 28 年度 平 29 年度 平 30 年度 令元年度 令 2年度 令 3年度 令 4年度 令 5年度 令 6年度

 現年課税分 94.4 95.7 96.0 96.7 97.1 97.2 97.6 97.6 97.7 97.9 98.0 98.2

 滞納繰越分 11.9 14.8 14.4 17.6 19.7 20.8 19.2 18.5 16.5 20.5 21.1 22.8

 合計 76.7 79.2 79.8 82.2 84.4 85.9 87.5 88.5 88.8 90.3 91.4 92.5

-11-

平18年度 平26年度 平27年度 平28年度 平29年度 平30年度 令元年度 令2年度 令3年度 令4年度 令5年度 令6年度

調定額 8,557,548 9,022,731 8,848,500 8,877,626 8,877,403 8,627,215 8,639,333 8,494,131 8,121,795 8,289,878 8,288,704 8,322,206

収入額 6,566,167 7,144,241 7,063,968 7,299,596 7,488,975 7,409,003 7,559,531 7,515,249 7,213,226 7,483,908 7,573,316 7,696,016

収入額-調定額 △ 1,991,381 △ 1,878,490 △ 1,784,532 △ 1,578,030 △ 1,388,428 △ 1,218,212 △ 1,079,802 △ 978,882 △ 908,569 △ 805,970 △ 715,388 △ 626,190
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市税の推移(単位：千円）



 

　　(ｸ)　職員の定員管理の状況 

 

 
 

様　式　１　　大部門以上定員管理診断表
令和6年1月1日現在 類 型 団 体 コ ー ド 都 道 府 県 名 市 区 町 村 名

住民基本台帳人口 市 Ⅱ－１ 122301 千葉県 八街市

67,006 人

R5.4.1 R6.4.1 R7.4.1

大 部 門 現 在 現 在 増 減 現 在 増 減 　単純値 　修正値
住基人口 超 過 数 超 過 率 住基人口 超 過 数 超 過 率

職 員 数 職 員 数 職 員 数 10,000 10,000

A B B-A C C-B D E（B-D） E/B×100 F G（B-F） G/B×100

人 人 人 人 人 人 人 ％ 人 人 ％

議 会 5 5 5 6 ▲ 1 ▲ 20.0 6 ▲ 1 ▲ 20.0

総 務 ・ 企 画 97 96 ▲ 1 97 1 140 ▲ 44 ▲ 45.8 138 ▲ 42 ▲ 43.8

税 務 42 39 ▲ 3 39 33 6 15.4 33 6 15.4

民 生 152 157 5 161 4 118 39 24.8 113 44 28.0

衛 生 48 45 ▲ 3 42 ▲ 3 44 1 2.2 51 ▲ 6 ▲ 13.3

労 働 1 ▲ 1

農 林 水 産 21 21 20 ▲ 1 41 ▲ 20 ▲ 95.2 34 ▲ 13 ▲ 61.9

商 工 5 5 5 22 ▲ 17 ▲ 340.0 9 ▲ 4 ▲ 80.0

土 木 46 46 42 ▲ 4 49 ▲ 3 ▲ 6.5 49 ▲ 3 ▲ 6.5

一 般 行 政 計 416 414 ▲ 2 411 ▲ 3 453 ▲ 39 ▲ 9.4 433 ▲ 19 ▲ 4.6

教 育 81 80 ▲ 1 79 ▲ 1 82 ▲ 2 ▲ 2.5 89 ▲ 9 ▲ 11.3

消 防 49 ▲ 49

普 通 会 計 計 497 494 ▲ 3 490 ▲ 4 584 ▲ 90 ▲ 18.2 522 ▲ 28 ▲ 5.7

病 院

水 道 10 10 10

下 水 道 10 10 10

交 通

そ の 他 36 35 ▲ 1 34 ▲ 1

公営企業等会計 56 55 ▲ 1 54 ▲ 1

合 計 553 549 ▲ 4 544 ▲ 5

八街市職員の増減 八街市職員に係る単純値及び修正値により算出した職員数との比較

単純値 による比較 修正値 による比較

× ×× ×
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　様　式　２　　中・小部門定員管理診断表

令和6年1月1日現在 類 型 団 体コ ード 都道府県名 市区町村名

住民基本台帳人口

67,006 人

R5.4.1 R6.4.1 R7.4.1 修正値 ×

現 在 現 在 増 減 現 在 増 減 住基人口 超 過 数

職 員 数 職 員 数 職 員 数 10,000   

A B B-A C C-B D B-D

議会 議会 5 5 5 6 ▲ 1

総務一般 41 40 ▲ 1 40 63 ▲ 23

会計出納 7 6 ▲ 1 6 6

管財 5 5 5 7 ▲ 2

職員研修所

行政委員会 2 3 1 3 5 ▲ 2

企画開発 6 8 2 7 ▲ 1 17 ▲ 9

住民関連一般 9 6 ▲ 3 6 11 ▲ 5

防災 7 9 2 9 7 2

広報広聴 2 2 3 1 4 ▲ 2

戸籍等窓口 18 17 ▲ 1 18 1 18 ▲ 1

県（市）民センター等施設

その他

税務 税務 42 39 ▲ 3 39 33 6

民生一般

福祉事務所 54 55 1 56 1 46 9

児童相談所等

保育所 90 94 4 98 4 58 36

老人福祉施設

その他の社会福祉施設 5 5 4 ▲ 1 6 ▲ 1

各種年金保険関係 3 3 3 3

旧地域改善対策

衛生一般 4 4 4 15 ▲ 11

市町村保健センター等施設 26 23 ▲ 3 22 ▲ 1 21 2

保健所

と畜検査

試験研究養成機関

医療施設

火葬場墓地

公害 5 5 5 3 2

清掃一般　　　　 8 8 7 ▲ 1 6 2

ごみ収集

ごみ処理 5 5 4 ▲ 1 6 ▲ 1

し尿収集

し尿処理

環境保全

労働一般

職業能力開発校

勤労センター等施設

　（注）　B、D欄は、令和6年4月1日現在職員を配置しているところのみ記入する。

市 Ⅱ－１ 122301 千葉県 八街市

大
部
門

中
部
門

小　部　門

総務一般

住民関連

清掃

労働 労働

総務
・

企画

民生 民生

衛生

衛生
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令和6年1月1日現在 類 型 団 体コ ード 都道府県名 市区町村名

住民基本台帳人口

67,006 人

R5.4.1 R6.4.1 R7.4.1 修正値 ×

現 在 現 在 増 減 現 在 増 減 住基人口 超 過 数

職 員 数 職 員 数 職 員 数 10,000   

A B B-A C C-B D B-D

農業一般 21 21 20 ▲ 1 34 ▲ 13

試験研究養成機関

林業一般

試験研究養成機関

水産業一般

漁港

試験研究養成機関

商工一般 5 5 5 9 ▲ 4

中小企業指導

試験研究養成機関

観光

土木一般 26 27 1 24 ▲ 3 27

用地買収

港湾・空港・海岸

建築 9 8 ▲ 1 8 10 ▲ 2

都市計画一般 5 6 1 6 8 ▲ 2

都市公園 6 5 ▲ 1 4 ▲ 1 4 1

ダム

下水

教育一般　 21 21 21 23 ▲ 2

教育研究所等

社会教育一般 8 8 8 10 ▲ 2

文化財保護 5 5 4 ▲ 1 6 ▲ 1

公民館 5 6 1 6 8 ▲ 2

その他の社会教育施設 12 12 11 ▲ 1 9 3

保健体育一般 9 8 ▲ 1 8 6 2

給食センター 6 6 6 6

保健体育施設 3 3 3 3

小学校

中学校

特別支援学校（小・中学部）

高等学校

大学・短期大学

特別支援学校（高等部）

幼稚園 12 11 ▲ 1 12 1 18 ▲ 7

その他

消防 消防

　（注）　B、D欄は、令和6年4月1日現在職員を配置しているところのみ記入する。

市 Ⅱ－１ 122301 千葉県 八街市

大
部
門

中
部
門

小　部　門

農業

林業

水産業

商工
商工

土木

都市計画

教育一般

社会教育

保健体育

義務教育

その他の
学校教育

農林
水産

土木

教育
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《「定員管理診断表」の解説》 

 

１　概要 

　「類似団体別職員数」は、一般行政部門及び普通会計部門（大部門～小部門）について、人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）

から類似する市区町村をグループに分け（類型区分）、そのグループ内での人口 1万人当たりの職員数の平均値（加重平均値）を算出

し、職員数の比較を行うものです。 

　なお、他の市区町村との比較を行う観点から、市区町村毎に実施している事業にばらつきがある公営企業等会計部門の職員は除外し

ています。 

 

２　類似団体のグループ分け 

　全市区町村を指定都市、中核市、施行時特例市、特別区、その他の一般市、町村に区分し、その他の一般市と町村は、人口と産業構

造に応じ、一般市を 16 類型に、町村を 15 類型に区分しています。 

　八街市は、「Ⅱ-１」類型となり、県内では、銚子市、旭市及び香取市が同類型となります。 

 

３　分析方法 

　類似団体毎に単純値と修正値により算出した平均値と比較することで、当該団体の職員数の状況を分析することができます。 

　(1)　単純値 

　　　職員が配置されていない部門を考慮することなく集計して、平均値を算出しております。単純値は、普通会計、一般行政部門、

総務、衛生といった大部門以上の定員管理の大まかな状況を把握する場合に適しています。 

　(2)　修正値 

　　　団体によっては、清掃業務を民間委託している場合や消防業務を一部事務組合等の所管としている場合など、職員が配置されて

いない場合があるため、各部門に実際に職員を配置している団体のみを対象にして平均値を算出しております。修正値は、大部門

よりも細かい中部門又は小部門の職員数を比較する場合に適しています。 
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２　財政健全化への取組 

　(1)　財政健全化の基本的な考え 

　　　歳入の確保と歳出の削減等により収支の改善を図り、基金に依存しない財政運営を目指し、実質収支での黒字を確保する。 

　(2)　取組期間 

　　　令和７年度から令和１０年度までの４年間を取組みの期間とする。 

　(3)　取組方針 

　　ア　歳入の確保 

　　　(ｱ)　企業誘致等による税収の確保 

　　　(ｲ)　未利用地等の活用 

　　　(ｳ)　受益者負担の適正化 

　　　(ｴ)　ふるさと納税の推進 

　　　(ｵ)　新たな財源の確保 

　　イ　歳出の削減 

　　　(ｱ)　総人件費の抑制 

　　　(ｲ)　事務事業の見直し 

　　　(ｳ)　大型事業の抑制 

　　ウ　公共施設のあり方の見直し 

　　　(ｱ)　維持管理コストの縮減 

　　　(ｲ)　公共施設の集約化・統合 
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　(4)　主な取組 

　　ア　歳入の確保 

 

　　イ　歳出の削減 

 

　　ウ　公共施設のあり方の見直し 

 

 

 

 

 

 

 取組項目 内容

 (ｱ)　企業誘致等による税収の確保 ・企業立地の推進

 (ｲ)　未利用地等の活用 ・未利用地の売却・貸付け

 (ｳ)　受益者負担の適正化 ・各種使用料・手数料の見直し

 (ｴ)　ふるさと納税の推進 ・新たな返礼品やサービスの充実

 (ｵ)　新たな財源の確保 ・企業版ふるさと納税の推進 

・クラウドファンディングの推進

 取組項目 内容

 (ｱ)　総人件費の抑制 ・組織構造の見直しと総職員数の削減

 (ｲ)　事務事業の見直し ・市独自事業等の見直し

 (ｳ)　大型事業の抑制 ・大型ハード事業の計画見直し

 取組項目 内容

 (ｱ)　維持管理コストの縮減 ・公共施設のＬＥＤ化等のコスト削減

 (ｲ)　公共施設の集約化・統合 ・将来見通しからの施設の集約化・統合
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３　財政健全化に向けた取組方針に係るアクションプラン 

　(1)　財政健全化に向けた財政指標 

　　　財政健全化に当たっては、数値目標として３つの財政指標を用いることとし、目指す目標値を設定する。 

　　ア　財政健全化の判断基準 

　　　(ｱ)　次の財政指標のいずれかを１つ以上達成：短期で達成を目指す基準 
 
　　　　　　a　決算における財政調整基金の取崩金額が６億円以内 

　　　　　　b　財政調整基金が１４億円（標準財政規模の１０％）以上 

　　　　　　c　経常収支比率が９８％以下 
 
　　　(ｲ)　次の財政指標を３年連続して２つ以上達成：中期で達成を目指す基準 
 
　　　　　　a　決算における財政調整基金の取崩金額が３億円以内 

　　　　　　b　財政調整基金が２１億円（標準財政規模の１５％）以上 

　　　　　　c　経常収支比率が９５％以下 
 
　　イ　財政調整基金の水準 

　　　　本市において財政調整基金は、当初予算編成時の事業費に対する歳入不足額の補填として使用しているが、本来の機能として

は、経済事情の変動等による減収や災害等により生じる予期せぬ支出を補填して、市民の生活に影響を及ぼさないようにするた

めの備えとして重要な機能を有する基金である。 

　　　　財政調整基金の本来の使途目的や重要性を改めて認識し、不測の事態に備えるためにも積増しを図るものとする。 

　　ウ　経常収支比率の水準 

　　　　令和６年度決算に係る経常収支比率の県内５４団体の平均値は９２.６％、令和５年度決算の全国の市町村平均が９３.１％

といずれも９０％を超えており、本市の令和６年度決算に係る経常収支比率は、初めて１００％を超え、１０１.６％と急速に

財政の硬直化が進んでいる。 

　　　　新たな行政需要への的確に対応するため、経常収支比率の当面の目標値を９８％以下とし、その後９５％以下を目標値とす

る。 
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　(2)　アクションプラン 

　　ア　事務事業の見直しの視点 

　　　　将来世代に負担を残さず新たな事業を実施していくため、次に掲げる視点に基づき、すべての事業見直しの総点検を実施す

る。 

　　　(ｱ)　国と地方（県と市）の役割分担の徹底 

　　　　　国又は県において、同様又は類似している事業を実施している場合は、廃止又は縮小を基本に見直す。 

　　　(ｲ)　市に裁量のある事業の見直し 

　　　　ａ　費用対効果が著しく低い事業については、廃止を基本に見直す。 

　　　　ｂ　近隣団体等のうち、いずれかで実施されていない事業は、廃止を基本に見直す。 

　　　　ｃ　公共施設等については、将来の人口推計等を基に統廃合を基本に見直す。 

　　　　ｄ　対象者・事業量が減少又は少数に限定されている事務事業は見直す。 

　　　　ｅ　同様又は類似している事業が重複している場合は廃止又は統合を基本に見直す。 

　　　　ｆ　イベントや各種啓発事業のうち、効果が一過性のもの、成果に客観的な根拠がなく曖昧なもの、市の財政負担等が大きい

ものは廃止又は統合を基本に見直す。 

　　　　ｇ　国庫補助金等が終了した後も継続している単独事業は廃止又は統合を基本に見直す。 

　　　　ｈ　民間で実施又は民間で実施可能な事業は、統合又は廃止（移管を含む。）を基本に見直す。 

　　　(ｳ)　内部管理事務等の見直し 

　　　　　市民生活に直接影響を及ぼさない行政内部の事務における経費等について徹底した見直しを行う(業務量・事務量を減らす

取組を含む。)。 

 

　　イ　具体的な取組内容と財政効果 

　　　　※別冊に掲載 
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４　行財政改革推進プランとの関係 

　　「八街市行財政改革プラン 2025」は、限りある経営資源（ヒト・モノ・財源・情報）を有効に活用し、効果的で効率的な行財政

運営を推進することで、持続可能な行財政運営を実現し、新たに策定した『八街市総合計画 2025』の着実な推進を下支えするため

の計画として策定しており、「八街市行財政改革プラン 2025」を基本に、各施策の達成に向け、全職員が一丸となって行財政改革に

取り組み、総合計画に掲げる将来都市像「緑豊かに心豊かに健やかにともに支えあい安心して暮らせる八街」の実現を目指すもので

ある。 

　　しかしながら、今後５年間の中期財政見通しの推計を行ったところ、今後５年間で約５８億円の財源不足が生じる可能性があり、

これまでは、財源不足を補うため、財政調整基金の取り崩しで対処していたが、財政調整基金の残高は、令和７年度末に約５億円に

なる見込みであり、財源不足を補うことができず、令和８年度には財政調整基金は枯渇する可能性がある。 

　　このような緊急事態を回避し、持続可能な行財政運営を行うため、「財政健全化に向けた取組方針」では、中期財政見通しの推計

で試算した財源不足を解消させ、財政調整基金に依存しない構造への転換を図り、収支の均衡と財政調整基金の積み増しを行い、生

み出された財源により、総合計画 2025 に掲げた施策に取り組むものである。 

　　このように、「八街市行財政改革プラン 2025」に基づく取組みを着実に実施するとともに、重点的に「財政健全化に向けた取組方

針」に係る取組みを併せて実施することで、健全財政による財政運営に努めていくものとする。 

《担当》 

　八街市 総務部 財政課 

                企画政策課 

                総務課 

                秘書広報課
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